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　星座観察用の双眼鏡「SG2.1×42H」 --- コンパクトなボディに大きなレ

ンズ、見慣れない形状である。

　一般の双眼鏡では高倍率で狭い範囲しか観察できないが、敢えて低倍率

にすることで、星座全体を一望できる。大きなレンズで集光力が高まり、

暗めの星でもしっかり見えるし、都会の夜空でも星空を楽しめる。肉眼で

はモヤモヤしている天の川も、無数の星々

で構成されているイメージが伝わってくる。

　天体望遠鏡の国内シェア・ナンバーワン

の V
ビ ク セ ン

ixen が、星を身近に感じてもらえるよ

うにと創った一品。コロナ禍で人気上昇中

のアウトドアやキャンプ。荷物に入れてお

けば、ゆっくり静かに夜空を堪能できる。

　レンズ研磨、金属加工から、組立までのす

べての工程を埼玉県内で行っている。ボディ

には、“Made in Japan/Saitama”の文字が

鮮やかに浮かんでいる。

■ 株式会社 ビクセン
　 天体望遠鏡をはじめ、双眼鏡、単眼鏡、フィールドスコープ、　 
　ゴルフレーザー距離計、顕微鏡、コンパスなどを設計・製造・販売
　1949 年　光学器の卸販売として創業
　1954 年　株式会社光友社設立（東京都新宿区）
　1966 年　天体望遠鏡の製造販売を開始
　代表取締役社長：新妻和重
　〒 359-0021　所沢市東所沢 5-17-3　https://www.vixen.co.jp/
　TEL：個人 04-2969-0222　法人 04-2944-4000
　武蔵野銀行  所沢支店取引先
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日本は、明治維新以来長らく、貿易立国として
成長し、国富を蓄積してきた。今日も、TPP（環

太平洋経済連携協定）交渉を取りまとめるなど、自
由貿易の旗手として、国際経済秩序の強化を主導す
る立場を明確にしている。

ところが近年、世界ではこれと逆行する動きが
目に付く。

　その第一は、米国トランプ前大統領による自国
産業保護政策であった。就任直後の 2017 年に TPP
協定から離脱し、一時は自動車などの日米通商摩擦
の再燃かと冷や汗をかいた。2018 年に勃発した米
中関税引上げ合戦は、米中間の世界覇権争いの第一
幕でもあった。
　第二は、経済安全保障の問題である。遅れ馳せな
がら日本も、今国会での法案成立を目指している。
サプライチェーンの日本国内での構築の強化、基幹
インフラ設備導入時の政府による事前審査などが柱
となる。サイバー攻撃など安全保障上の脅威が高ま
る中で、避けて通れない対応であるが、先端技術・
軍事転用可能技術の分野を中心に民間企業の対外的
な事業活動には重い足枷となる。
　第三は、コロナ禍における生産・物流の混乱の中
で、各国政府が自国内への供給を優先させる動きで
ある。インドネシアは世界最大の石炭輸出国である
が、今年初めに、自国内への供給が十分でない企業
に対しては、海外への輸出を禁止する政策を打ち出
した。エネルギー、金属、食糧など資源
の多くを海外に依存している日本とし
ては気懸りな動きである。

言うまでもなく、自給自足のでき
ない日本は、諸外国との貿易に

支えられて国民生活が成り立っている。
そして、自由貿易主義は、現代の国際
的枠組みを構成する基本的理念の一つ
である。

　しかし、残念ながら現実の国際秩序は、軍事力・
経済力のパワーバランスに支配されている。軍事
力・経済力のバランスが変化すれば、すかさず着々
と勢力圏を拡大しようとする者が現れる。これは
昔も今も歴史が証明するところである。そこには、
かつて “ グローバルスタンダード ” と呼ばれたよ
うな人類共通の規範は存在しない。そして、こう
したつば競り合いは、世界経済が長期停滞したと
きに先鋭化する。
　１世紀前の、NY 株価大暴落と世界大恐慌 → 
経済困窮下での排他的ブロック経済 → 第二次世
界大戦という展開は、現代人が共有する歴史認識
だ。近年の、マネーゲームの破綻（リーマンショッ
ク）→ 自国第一主義や経済制裁による通商関係
の後退 → 米中覇権争いやロシア対西側諸国の軍
事的緊張という流れは不気味である。

自由貿易に対する逆風を、特殊事情に起因す
る一過性の事象だと解釈すれば、過ぎ去る

まで耐え忍ぶ戦術、つまり有事対応としての政策
発動が妥当となる。
　しかしながら、自国優先主義に向かうパラダイ
ムシフトの過程だと認識すれば、世界情勢が不安
定化する中で、日本の平和と安全をいかにして確
保するかという視点が重要になる。それが備わっ
てはじめて、海外諸国との WIN-WIN の通商関
係が成り立つことになる。

自 由 貿 易 体 制 は 維 持 で き る か？
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